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第１章 人口ビジョンの策定にあたって 

１．策定の背景・趣旨 

平成26（2014）年11月、「まち・ひと・しごと創生法」が制定され、国においては、今後５か年の

施策の方向を提示する「まち・ひと・しごと創生総合戦略」及び、人口の現状と将来の姿を示し、今

後の目指すべき将来の方向を提示する「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」が策定されました。 

その後、令和元（2019）年12月には、第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」及び「まち・ひと・

しごと創生長期ビジョン（令和元年改訂版）」が閣議決定され、地方創生のより一層の充実・強化に

取り組む方針が示されました。 

また、平成27（2015）年の国勢調査結果に基づき公表された国立社会保障・人口問題研究所

（以下、「社人研」という。）による推計結果では、国の人口減少のスピードはやや遅くなっているも

のの、本町の人口減少には歯止めがかからないことが予測されており、本町を取り巻く状況はま

すます厳しさを増しています。 

このことを受け、本町では、平成27（2015）年10月に策定した「豊浦町人口ビジョン」について、

人口の現状分析を改めて行い、「第２期豊浦町人口ビジョン」として改訂しました。 

本ビジョンは、国の長期ビジョンの趣旨を尊重し、本格的な人口減少社会を迎える中で、本町の

人口に関する共通認識を深めるとともに、将来にわたって活力あるまちづくりを進めていくため、

目指すべき人口の将来展望を示すものです。 

 

２．豊浦町人口ビジョンの位置付け 

豊浦町人口ビジョンは、本町における人口の現状分析を行い、人口に関する町民の認識を共有

し、今後目指すべき将来の方向と人口の将来展望を示すものであり、まち・ひと・しごと創生の実

現に向けて、効果的な施策を企画立案する上で重要な基礎資料として位置付けられます。 

 

３．豊浦町人口ビジョンの対象期間 

国の長期ビジョンを勘案し、豊浦町人口ビジョンの対象期間は約40年後の令和42（2060）年

までとします。 
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４．国の長期ビジョン（令和元年改訂版）の概要 

今後目指すべきは、将来にわたって、過度な一極集中のない活力ある地域社会を維持すること

であり、そのためには、人口減少に歯止めをかけなければなりません。合計特殊出生率が向上し、

将来のどこかの時点で出生率が人口置換水準に回復することが、人口の規模及び構造が安定する

上で必須の条件となります。 

社人研「将来推計人口（平成29年推計）」では、このまま人口が推移すると、令和42（2060）年

の総人口は9,284万人にまで落ち込むと推計されています。これは、約60年前（1950年代）の

人口規模に逆戻りすることを意味しています。 

これに対して、仮に令和22（2040）年に合計特殊出生率が人口置換水準と同程度の値である

2.07まで回復すると、令和42（2060）年に総人口１億人程度を確保し、その後令和82（2100）

年前後には人口が定常状態になることが見込まれます。 
 

■我が国の人口の推移と長期的な見通し 

 

（注１）実績は、総務省「国勢調査」等による（各年10月１日現在の人口）。社人研「日本の将来推計人口（平成
29年推計）」は出生中位（死亡中位）の仮定による。2115～2160年の点線は2110年までの仮定等を
基に、まち・ひと・しごと創生本部事務局において、機械的に延長したものである。 

（注２）「合計特殊出生率が上昇した場合」は、経済財政諮問会議専門調査会「選択する未来」委員会における
人口の将来推計を参考にしながら、合計特殊出生率が2030年に1.8程度、2040年に2.07程度とな
った場合について、まち・ひと・しごと創生本部事務局において推計を行ったものである。 

（注３）社人研「人口統計資料集2019」によると、人口置換水準は、2001年から2016年は2.07で推移し、
2017年は2.06となっている。 

〈資料〉内閣府「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（令和元年改訂版）」 

 

若い世代の結婚・出産・子育ての希望が実現するならば、我が国の出生率は1.8程度の水準まで

向上することが見込まれており、我が国においてまず目指すべきは、特に若い世代の結婚・出産・

子育ての希望の実現に取り組み、合計特殊出生率の向上を図ることです。 
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５．北海道人口ビジョン（改訂版）の概要 

本道においては、国よる推計を基に試算すると、総人口は平成27（2015）年の538.2万人か

ら令和22（2040）年には428.0万人となり、110.2万人減（▲20.5％）となりますが、合計特殊

出生率が、国の長期ビジョンと同様、令和12（2030）年までに1.8、令和22（2040）年までに

2.07（人口置換水準）まで上昇し、転入超過数が現在の約▲4,000人から令和５（2023）年で０

になると仮定した場合（仮定１）、令和22（2040）年には約458万人となります。 

さらに、札幌市の合計特殊出生率が全道平均より低いことを考慮し、札幌市の合計特殊出生率

を令和12（2030）年に1.65、令和22（2040）年に1.8、令和32（2050）年に2.07と、約10

年ずつ遅れて上昇すると仮定した場合（仮定２）は、令和22（2040）年の総人口は約456万人と

なります。 

こうした２つの仮定を踏まえ、今後、札幌市における少子化対策の充実強化はもとより、北海道

全体として、自然減、社会減対策を効果的かつ一体的に行うことにより、本道の人口は令和22

（2040）年に約450～４6０万人を維持することが可能となります。 

 

■人口の将来見通し（総人口） 

 

〈資料〉北海道「北海道人口ビジョン（改訂版）～北海道の人口の現状と展望～」 
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第２章 豊浦町の人口等の現状分析 

１．総人口及び年齢３区分別人口の推移 

国勢調査に基づく本町の総人口は、昭和35（1960）年の10,439人から減少傾向が続いてお

り、宿泊施設の従業員増加を背景として平成7（1995）年に一時的に増加に転じたものの、令和２

（2020）年は3,821人となっています。 

年齢３区分別の人口をみると、年少人口（0～14歳）及び生産年齢人口（15～64歳）は昭和35

（1960）年から減少傾向が続いている状況にあり、増加が続いていた高齢者人口（65歳以上）は

平成12（2000）年の1,579人をピークに減少に転じている状況です。 

年齢３区分別の人口比率をみると、高齢化率（総人口に占める高齢者人口の割合）は上昇を続け

ており、令和２（2020）年は39.6％で全国平均の28.7％及び北海道平均の32.2％を上回って

います。 
 

■総人口の推移 

 
〈資料〉総務省「国勢調査」（総人口は年齢不詳を含む） 

■年齢３区分別人口比率の推移 

 

〈資料〉総務省「国勢調査」（年齢不詳を除いた総人口における割合）  
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２．人口構造の推移 

5歳階級別人口を人口ピラミッドでみると、昭和60（1985）年は10歳代及び50歳代が最も多

い釣鐘型に近い人口構造でした。約35年を経た令和２（2020）年は、少子化や社会減、寿命の延

伸等の影響により、40歳未満の人口が少なく、70歳前後の人口が最も多い壺型の人口構造に変

化しています。 

 

■昭和60（1985）年の人口ピラミッド 

 

〈資料〉総務省「国勢調査」 

 

■令和２（2020）年の人口ピラミッド 

 

〈資料〉総務省「国勢調査」 
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３．地区別人口の推移 

過去10年間の地区別人口の推移をみると、美和・山梨地区及び新山梨・上泉・新富地区は人口

がほぼ横ばいで推移していますが、その他の地区はゆるやかな減少が続いています。 

高齢化率に着目すると、美和・山梨地区及び新山梨・上泉・新富地区で近年は下降傾向がみられ

るものの、多くの地区で上昇傾向となっています。 
 

■市街地区 

 

〈資料〉豊浦町「自治会別年齢別人口統計表」（各年９月末現在） 

 

■桜・大和地区 

 

〈資料〉豊浦町「自治会別年齢別人口統計表」（各年９月末現在） 

  

369 364 349 353 325 318 319 305 294 270

1,645 1,636 1,615 1,605 1,548 1,490 1,455 1,391 1,405 1,371

882 894 889 898 905 914 919 907 884 879

2,896 2,894 2,853 2,856 2,778 2,722 2,693 2,603 2,583 2,520

30.5 30.9 31.2 31.4
32.6 33.6 34.1 34.8 34.2 34.9

0

10

20

30

40

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

平成25年

(2013年)

平成26年

(2014年)

平成27年

(2015年)

平成28年

(2016年)

平成29年

(2017年)

平成30年

(2018年)

令和元年

(2019年)

令和2年

(2020年)

令和3年

(2021年)

令和4年

(2022年)

0～14歳 15～64歳 65歳以上 高齢化率

人口（人） 高齢化率（%）

25 25 24 24 24 20 18 16 17 18

203 199 195 176 178 166 157 149 144 138

74 72 77
70 69 68 70 72 72 79

302 296 296
270 271 254 245 237 233 235

24.5 24.3
26.0 25.9 25.5

26.8
28.6

30.4 30.9
33.6

0

10

20

30

40

0

100

200

300

400

500

600

700

平成25年

(2013年)

平成26年

(2014年)

平成27年

(2015年)

平成28年

(2016年)

平成29年

(2017年)

平成30年

(2018年)

令和元年

(2019年)

令和2年

(2020年)

令和3年

(2021年)

令和4年

(2022年)

0～14歳 15～64歳 65歳以上 高齢化率

人口（人） 高齢化率（%）



7 

■美和・山梨地区 

 

〈資料〉豊浦町「自治会別年齢別人口統計表」（各年９月末現在） 

 

■新山梨・上泉・新富地区 

 

〈資料〉豊浦町「自治会別年齢別人口統計表」（各年９月末現在） 
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■大岸・豊泉地区 

 

〈資料〉豊浦町「自治会別年齢別人口統計表」（各年９月末現在） 

 

■礼文華地区 

 

〈資料〉豊浦町「自治会別年齢別人口統計表」（各年９月末現在） 

  

46 35 35 35 36 34 39 37 36 32

318 300 288 276 259 240 230 218 200 182

288 284 277 276 269 263 248 243 228 215

652
619 600 587 564 537 517 498

464
429

44.2
45.9 46.2 47.0 47.7 49.0 48.0 48.8 49.1 50.1

0

10

20

30

40

50

60

0

200

400

600

800

1,000

1,200

平成25年

(2013年)

平成26年

(2014年)

平成27年

(2015年)

平成28年

(2016年)

平成29年

(2017年)

平成30年

(2018年)

令和元年

(2019年)

令和2年

(2020年)

令和3年

(2021年)

令和4年

(2022年)

0～14歳 15～64歳 65歳以上 高齢化率

人口（人） 高齢化率（%）

23 23 25 21 25 23 25 26 28 32

203 192 187 177 185 170 175 160 152 135

160 161 163 157 149 158 149 149 148 144

386 376 375
355 359 351 349 335 328 311

41.5 42.8 43.5 44.2
41.5

45.0
42.7

44.5 45.1 46.3

0

10

20

30

40

50

0

100

200

300

400

500

600

700

平成25年

(2013年)

平成26年

(2014年)

平成27年

(2015年)

平成28年

(2016年)

平成29年

(2017年)

平成30年

(2018年)

令和元年

(2019年)

令和2年

(2020年)

令和3年

(2021年)

令和4年

(2022年)

0～14歳 15～64歳 65歳以上 高齢化率

人口（人） 高齢化率（%）



9 

４．人口動態の状況 

（１） 自然動態（出生・死亡）の推移 

各年度の出生と死亡の推移をみると、年によって増減があるものの出生数は減少傾向がみ

られ、令和３（2021）年は16人となっています。平成10（1998）年以降、死亡数は概ね横ば

いに推移しているものの、出生数を上回る自然減が続いている状況です。 
 

■自然動態の推移 

 

〈資料〉総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」 

 

（２） 社会動態（転入・転出）の推移 

社会動態の推移をみると、社会増となっている年もありますが、社会増減の過去10年間の

状況をみると年平均で16.3人の社会減となっており、自然減と並び人口減少の要因となっ

ています。 
 

■社会動態の推移 

 

〈資料〉総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」  
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（３） 人口動態と自然増減・社会増減の影響度 

平成29（2017）年から令和３（2021）年における自然増加率（総人口に占める自然増減

の割合）と社会増加率（総人口に占める社会増減の割合）の年平均を西胆振圏の自治体と比

較したものが下図となります。 

本町は西胆振圏の自治体の中でも左下に位置し、自然増加率・社会増加率ともにマイナス

が大きい状況です。 

平成29（2017）年から令和３（2021）年のデータでみる限り、本町は自然増加率でマイナ

スの割合が大きく、社会増減よりも自然増減の影響を大きく受けていると考えられます。 

 

■自然増減率・社会増減率の比較（平成29（2017）年から令和３（2021）年までの年平均） 

 

 

〈資料〉総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」 
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（４） 年齢階級別の転入・転出者数 

平成29（2017）年から令和３（2021）年における５歳階級別人口移動合計の推移をみる

と、転入・転出ともには20～24歳が突出している状況です。 

転入者数から転出者数を引いた純移動数をみると、15～29歳で大幅な転出超過となって

おり、その内訳としては男性よりも女性の方が多くなっています。 

 

■５歳階級別の転入者数（平成29（2017）年から令和３（2021）年の合計／日本人のみ） 

 

〈資料〉内閣官房「住民基本台帳の人口移動データに基づく特別集計表」 

 

■５歳階級別の転出者数（平成29（2017）年から令和３（2021）年の合計／日本人のみ） 

 

〈資料〉内閣官房「住民基本台帳の人口移動データに基づく特別集計表」 

 

■５歳階級別の純移動数（平成29（2017）年から令和３（2021）年の合計／日本人のみ） 

 

〈資料〉内閣官房「住民基本台帳の人口移動データに基づく特別集計表」  
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（５） 転入・転出の住所地 

平成29(2017)年から令和3（2021）年における、本町への転入元及び本町からの転出

先の住所地は下図のとおりとなっています。 

自治体別でみると、転入・転出ともに伊達市、洞爺湖町、札幌市が多く、伊達市及び札幌市

は転出超過となっています。 
 

■転入者の転入元（平成29（2017）年から令和3（2021）年まで） 

 

〈資料〉内閣官房「住民基本台帳の人口移動データに基づく特別集計表」 

 

■転出者の転出先（平成29（2017）年から令和3（2021）年まで） 

 
〈資料〉内閣官房「住民基本台帳の人口移動データに基づく特別集計表」  
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（６） 就業者・通学者の住所地 

令和２（2020）年における、就業者・通学者の本町への流入者数・流出者数の状況は下表

のとおりです。 

流入者数・流出者数いずれも伊達市、洞爺湖町が突出していますが、上位10自治体の中で

は車の移動で60分程度かかる自治体からの流入・流出もみられる状況です。 

 

■就業者・通学者の流入元（上位10自治体） 

順

位 

流入元の 

自治体名 

流入人数（人） うち就業者の人数（人） 

 男性 女性  男性 女性 

1 伊達市 182 111 71 173 107 66 

2 洞爺湖町 172 93 78 154 85 69 

3 室蘭市 18 12 6 18 12 6 

4 札幌市 15 11 4 15 11 4 

5 壮瞥町 10 6 4 9 5 4 

6 ニセコ町 8 3 5 4 1 3 

7 登別市 7 5 2 7 5 2 

8 長万部町 4 3 1 4 3 1 

9 北広島市 3 1 2 0 0 0 

9 留寿都村 3 3 0 3 3 0 

〈資料〉総務省「国勢調査」（令和２年） 

 

■就業者・通学者の流出先（上位10自治体） 

順

位 

流出先の 

自治体名 

流出人数（人） うち就業者の人数（人） 

 男性 女性  男性 女性 

1 洞爺湖町 246 119 127 245 118 127 

2 伊達市 162 83 79 130 73 57 

3 室蘭市 60 36 24 30 25 5 

4 壮瞥町 22 8 14 22 8 14 

5 札幌市 13 7 6 7 5 2 

6 倶知安町 12 11 1 12 11 1 

7 留寿都村 10 3 7 9 3 6 

8 苫小牧市 5 4 1 4 4 0 

8 登別市 5 4 1 4 4 0 

10 函館市 4 2 2 3 2 1 

10 蘭越町 4 4 0 4 4 0 

〈資料〉総務省「国勢調査」（令和２年） 
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５．産業の状況 

（１） 産業別就業者数及び特化係数の状況 

令和２（2020）年の国勢調査による産業別の就業者数は、男性は「農業」、「漁業」、「建設

業」、女性は「医療・福祉」、「宿泊業・飲食サービス業」、「農業」が多く、これらの産業が本町の

雇用を支えている状況です。 

就業者比率を全国と比較した特化係数をみると、男女ともに「漁業」が突出している一方、

製造業などの第二次産業は特化係数が低いことが本町の産業の特徴となっています。 

一方、男女別・産業別就業者の年齢構成比率をみると、本町の主要産業である「農業」、「漁

業」をはじめ、多くの産業で60歳以上の割合が30％を超えており、就業者の高齢化が進んで

います。 

 

■男女別・産業別就業者数と特化係数（全国比） 

 

〈資料〉国勢調査（令和２年） 
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■男女別・産業別就業者の年齢構成比率 

 

 

※カッコ内の数字は就業者数 

〈資料〉国勢調査（令和２年） 
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（２） 労働力の状況 

本町の労働力人口に関する特化係数（北海道＝1.0）を西胆振圏で比較すると、15～19歳

はやや低く、他の年齢階級は北海道と同等となっています。 

一方、完全失業率に関する特化係数を比較すると、15～24歳の割合が高く、若い労働者

が働けていない状況にあると考えられます。 

 

■北海道を1.0としたときの西胆振圏の労働力人口に関する特化係数比較 

 

〈資料〉国勢調査（令和２年） 

 

■北海道を1.0としたときの西胆振圏の完全失業率に関する特化係数比較 

 

〈資料〉総務省「国勢調査」（令和２年）  
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（３） 農業産出額の状況 

市町村別農業産出額（推計）によると、本町の農業産出額は平成26（2014）年からゆるや

かに増加していましたが、令和元（2019）年に大きく増加し、令和２（2020）年には約48億

円となっています。令和２（2020）年における農業算出額の内訳は、豚が約28億円で全体の

57%を占めています。 

令和２（2020）年の経営体あたり農業産出額を西胆振圏の自治体で比較すると、本町は

5,628万円で登別市に次いで上位に位置しています。 

 

■本町の農業産出額の推移 

 

〈資料〉農林水産省「市町村別農業産出額（推計）」 

 

■西胆振圏における経営体あたり農業産出額の比較（令和２年） 

 

〈資料〉農林水産省「市町村別農業産出額（推計）」 
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（４） 漁業販売金額の状況 

漁業センサスによると、本町の漁業販売金額は平成30（2018）年に大きく増加し、海面漁

獲物等販売金額が約30億円、海面養殖販売金額が約26億円となっていますが、ホタテのへ

い死による影響により、近年の海面養殖販売金額は下がっていると見込まれます。 

平成30（2018）年の経営体あたり漁業販売金額を西胆振圏の自治体で比較すると、本町

は4,609万円で室蘭市、洞爺湖町に次いで上位に位置しています。 

 

■本町における漁業販売金額の推移 

 

〈資料〉農林水産省「漁業センサス」再編加工 

 

■西胆振圏における経営体あたり漁業販売金額の比較（平成30（2018）年） 

 

〈資料〉農林水産省「漁業センサス」再編加工 
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（５） 年間商品販売額の状況 

商業統計調査及び経済センサスによる本町の年間商品販売額は、平成14（2002）年の約

45億円から減少傾向が続いており、平成28（2016）年は約33億円となっています。 

平成28（2016）年の事業所あたり年間商品販売額を西胆振圏の自治体で比較すると、本

町は約８千万円で下位に位置しています。 

 

■本町における年間商品販売額の推移 

 

〈資料〉経済産業省「商業統計調査」、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」 

 

■西胆振圏における事業所あたり年間商品販売額の比較（平成28（2016）年） 

 

〈資料〉総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」 
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（６） 観光入込客数の状況 

観光入込客数調査による本町の観光入込客数は、令和元（2019）年度まで40万人超で概

ね横ばいに推移していましたが、新型コロナウイルス感染症の影響により令和２（2020）年度

から落ち込んでおり、令和３（2021）年度は約26万人にとどまっています。 

令和３（2021）年度の観光入込客数を西胆振圏の自治体で比較すると、本町は下位に位置

している状況です。 

 

■本町における観光入込客数の推移 

 

〈資料〉北海道「観光入込客数調査」 

 

■西胆振圏における観光入込客数の比較（令和３（2021）年） 

 

〈資料〉北海道「観光入込客数調査」 
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６．生活環境の状況 

（１） 婚姻率の状況 

本町の年齢5歳階級別の婚姻率は年齢とともに高くなり、35～39歳で59.8％となって

いますが、40歳以上の年代はほぼ横ばいとなっています。 

婚姻率を北海道及び西胆振圏の自治体で比較すると、本町は各年齢階級で下位に位置して

おり、特に20歳代後半及び30歳代前半の婚姻率が他自治体と比べて低い状況です。 
 

■西胆振圏における年齢階級別婚姻率の比較 

 

〈資料〉総務省「国勢調査」（令和２年） 
 

（２） 合計特殊出生率の状況 

本町の合計特殊出生率（１人の女性が一生の間に産む子どもの平均数）は、平成15～19年

までは減少していましたが、以降は上昇に転じており、平成25～29年は西胆振圏の自治体

の中で中位に位置しています。 
 

■西胆振圏における合計特殊出生率の比較 

 

〈資料〉厚生労働省「人口動態統計特殊報告」  
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（３） 子育て・教育施設の状況 

令和２（2020）年度の15歳未満人口10万人あたりの保育所数及び令和３（2021）年度の

小学校・中学校数は、西胆振圏の自治体の中で最上位に位置しており、子育て及び教育施設

は充実している状況にあると考えられます。 

 

■保育所数の西胆振圏比較（15歳未満人口10万人対／令和２（2020）年度） 

 

〈資料〉厚生労働省「社会福祉施設等調査」、北海道「道内の認可外保育施設一覧」 

 

■小学校・中学校数の西胆振圏比較（15歳未満人口10万人対／令和３（2021）年度） 

 

〈資料〉文部科学省「学校基本調査」 
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（４） 医療・福祉環境の状況 

本町の人口10万人あたりの医療施設数は西胆振圏の自治体と比較すると上位に位置して

いますが、人口10万人あたりの医師数は下位に位置している状況です。 

また、本町の65歳以上人口10万人あたりの老人福祉施設数は西胆振圏の自治体の中で

突出しており、老人福祉施設が供給過剰となっている可能性があります。 
 
■西胆振圏における医療施設数の比較（人口10万人対／令和２（2020）年） 

 

〈資料〉厚生労働省「医療施設調査」 

 

■西胆振圏における医師数の比較（人口10万人対／令和２（2020）年） 

 

〈資料〉厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計」 

 

■西胆振圏における老人福祉施設数(有料含む)の比較（65歳以上人口10万対／令和２（2020）
年） 

 

〈資料〉厚生労働省「社会福祉施設等調査」 
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第３章 将来人口の推計と分析 

１．豊浦町独自推計 

（１）推計期間 

令和42（2060）年までを推計期間とします。 

 

（２）推計方法 

5歳以上の年齢階級の推計においては、コーホート要因法を使用します。 

コーホート要因法は、ある年の男女・年齢別人口を基準として、ここに人口動態率や移動率

などの仮定値を当てはめて将来人口を計算する方法です。 

5歳以上の人口推計においては生残率と純移動率の仮定値が必要となり、0～4歳人口の

推計においては生残率と純移動率に加えて、子ども女性比及び0～4歳性比の仮定値によっ

て推計しています。 

本推計は、①基準人口、②将来の生残率、③将来の純移動率、④将来の子ども女性比、⑤将

来の0～4歳性比、に関するデータを基に算出しています。 
 

①基準人口 

令和２（2020）年国勢調査人口を基準人口としています。 
 

②将来の生残率 

「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（出生中位・死亡中位仮定）から得られる全国の

男女・年齢別生残率を利用しています。 
 

③将来の純移動率 

平成22（2010）年～令和２（2020）年に観察された市区町村別・男女年齢別純移動率

が令和42（2060）年まで継続すると仮定します。 
 

④将来の子ども女性比 

各市区町村の子ども女性比には市区町村間で明らかな差が存在するため、平成27

（2015）年の全国の子ども女性比と各市区町村の子ども女性比との較差をとり、その値を

令和2（2020）年以降令和42（2060）年まで一定として市区町村ごとに仮定値を設定し

ています。 
 

⑤将来の 0～4歳性比 

「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（出生中位・死亡中位仮定）により算出された全

国の令和２（2020）年以降令和42（2060）年までの0～4歳性比を仮定値としています。 
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（３）推計結果 

令和２（2020）年の国勢調査に基づき、子ども女性比に変化がなく、過去10年間の純移動

率が今後も継続すると仮定して本町の将来人口を推計すると、令和２（2020）年に3,821人

あった総人口は、令和42（2060）年には1,175人まで減少する結果となりました。 

この推計結果を年齢３区分別人口でみると、年少人口（0～14歳）及び生産年齢人口（15～

64歳）の人口減少が顕著となっており、高齢化率は令和22（2040）年に50％を超え、令和

42（2060）年には62.6％まで達すると見込まれます。 

 

■豊浦町独自推計における総人口・年齢３区分別人口の推移 

 

 

■豊浦町独自推計における年齢３区分別人口比率の推移 
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２．将来人口推計のシミュレーション分析 

豊浦町独自推計の結果をベースとし、将来の子ども女性比及び将来の純移動率の仮定を変化さ

せたシミュレーションを２パターンで算出しました。 
 

■将来人口推計シミュレーションの仮定 

 
シミュレーション１ 

（合計特殊出生率上昇） 

シミュレーション２ 

（合計特殊出生率上昇＋社会移動均衡） 

基準人口 令和２（2020）年国勢調査人口 

将来の生残率 豊浦町独自推計と同等 

将来の純移動率 豊浦町独自推計と同等 
令和２（2020）年以降、 

転入と転出が均衡（純移動率＝０％） 

将来の子ども女性比 
合計特殊出生率に換算して、令和７（2025）年に1.6、令和12（2030）年に1.8、 

令和17（2035）年に2.1まで上昇、以降合計特殊出生率2.1を維持 

将来の 0～4歳性比 豊浦町独自推計と同等 

 

（１）シミュレーション結果の比較 

合計特殊出生率が上昇すると仮定したシミュレーション１では、令和42（2060）年の総人

口が1,296人で豊浦町独自推計と比べて121人増となりました。 

一方、合計特殊出生率が上昇しするとともに転入と転出が均衡すると仮定したシミュレーシ

ョン２では、令和42（2060）年の総人口は2,439人となり、豊浦町独自推計と比べ1,264

人増の結果となりました。 
 

■総人口及び年齢３区分別人口の比較（単位：人） 

  
令和 

2年 

（2020） 

令和 

7年 

（2025） 

令和 

12年 

（2030） 

令和 

17年 

（2035） 

令和 

22年 

（2040） 

令和 

27年 

（2045） 

令和 

32年 

（2050） 

令和 

37年 

（2055） 

令和 

42年 

（2060） 

豊浦町独自推計 

総人口 3,821 3,411 3,017 2,665 2,320 1,968 1,677 1,418 1,175 

年少人口 386 332 243 206 167 131 104 84 71 

生産年齢人口 1,922 1,669 1,463 1,223 969 739 570 460 368 

高齢者人口 1,513 1,410 1,311 1,236 1,184 1,098 1,003 874 736 

シミュレーション１ 

（合計特殊出生率

上昇） 

総人口 3,821 3,425 3,054 2,732 2,409 2,077 1,796 1,538 1,296 

年少人口 386 346 280 273 244 209 176 150 130 

生産年齢人口 1,922 1,669 1,463 1,223 981 770 617 514 430 

高齢者人口 1,513 1,410 1,311 1,236 1,184 1,098 1,003 874 736 

シミュレーション２ 

（合計特殊出生率

上昇＋社会移動

均衡） 

総人口 3,821 3,580 3,368 3,187 3,012 2,826 2,685 2,560 2,439 

年少人口 386 351 324 366 384 390 386 382 374 

生産年齢人口 1,922 1,796 1,683 1,523 1,386 1,280 1,241 1,240 1,239 

高齢者人口 1,513 1,433 1,361 1,298 1,242 1,156 1,058 938 826 
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■シミュレーション結果の比較 
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（２）人口増減率の比較 

令和２（2020）年から令和42（2060）年における年齢３区分別の人口増減率を比べると、

人口が最も減少する豊浦町独自推計は、年少人口が▲81.6%、生産年齢人口が▲80.9%、

高齢者人口が▲51.4%の増減率となっています。 

一方、人口減少が最も抑制される結果となったシミュレーション２は、年少人口が▲3.1%

の増減率にとどまり、特に０～４歳は人口増となる結果となっています。 

20～39歳の女性人口の増減率をみると、豊浦町独自推計及びシミュレーション１はいずれ

も増減率が▲70％を超えており、本町の出生数に極めて大きな影響を与えていると考えら

れます。 

 

■令和2（2020）年と令和42（2060）年の人数比較（単位：人） 

 
総人口 

年少人口 生産年齢 

人口 

高齢者 

人口 

20～39歳 

女性人口  0～4歳 

令和２年 

（2020年） 
国勢調査 3,821 386 90 1,922 1,513 275 

令和42年 

（2060年） 

豊浦町独自推計 1,175 71 19 368 736 49 

シミュレーション１ 1,296 130 37 430 736 67 

シミュレーション２ 2,439 374 121 1,239 826 241 

 

■令和２（2020）年を基準とした令和42（2060）年の人口増減率 

 

総人口 
年少人口 生産年齢 

人口 

高齢者 

人口 

20～39歳 

女性人口  0～4歳 

令和2年 

（2020年） 

から 

令和42年 

（2060年） 

増減率 

豊浦町独自推計 ▲69.2% ▲81.6% ▲78.9% ▲80.9% ▲51.4% ▲82.2% 

シミュレーション１ ▲66.1% ▲66.3% ▲58.9% ▲77.6% ▲51.4% ▲75.6% 

シミュレーション２ ▲36.2% ▲3.1% 34.4% ▲35.5% ▲45.4% ▲12.4% 
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（３）人口動態への影響 

将来の人口動態への影響を分析するにあたり、基準となる豊浦町独自推計とシミュレーシ

ョン１（合計特殊出生率上昇）の比較により自然増減への影響度を計算します。 

また、豊浦町独自推計とシミュレーション２（合計特殊出生率上昇＋社会移動均衡）の比較

により社会増減の影響度を計算します。 

 

◆自然増減の影響度 

シミュレーション１（合計特殊出生率上昇）により合計特殊出生率の上昇が人口増にど

の程度影響を与えるか計算します。 

自然増減の影響度（Ｘ1）＝シミュレーション１における令和42（2060）年の総人口 

÷豊浦町独自推計における令和42（2060）年の総人口 

◆社会増減の影響度 

シミュレーション２（合計特殊出生率上昇＋社会移動均衡）により転入・転出が均衡した

場合に人口増にどの程度影響を与えるか計算します。 

社会増減の影響度（Ｘ2）＝シミュレーション２における令和42（2060）年の総人口 

÷豊浦町独自推計における令和42年（2060）の総人口 

 

人口動態への影響度は、自然増減・社会増減それぞれ以下の５段階に分類します。 
 

自然増減の影響度 社会増減の影響度 

１ Ｘ1＝100%未満 １ Ｘ2＝100%未満 

２ Ｘ1＝100～109% ２ Ｘ2＝100～119% 

３ Ｘ1＝110～119% ３ Ｘ2＝120～139% 

４ Ｘ1＝120～129% ４ Ｘ2＝140～159% 

５ Ｘ1＝130%以上の増加 ５ Ｘ2＝160%以上の増加 

 

上記計算式による自然増減及び社会増減への影響度は以下のとおりとなります。 

 

分類 影響度の計算 影響度 

自然増減 
Ｘ1＝シミュレーション１の総人口÷豊浦町独自推計の総人口 

＝1,296÷1,175＝110% 
３ 

社会増減 
Ｘ2＝シミュレーション２の総人口÷豊浦町独自推計の総人口 

＝2,439÷1,175＝208% 
５ 

 

出生率上昇による自然増減への影響は「３（110～119％）」、社会移動均衡による社会増減

への影響は「5（160%以上の増加）」となり、本町の人口減少対策としては、社会増減への対

策の方が影響が大きいと考えられます。 
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３．人口減少が地域に与える影響の考察 

（１）地域生活への影響 

日常生活を送るために必要な各種サービスは、一定の人口規模の上に成り立っており、今

後人口減少の進展によって小売り・飲食・娯楽等のサービス産業の撤退がさらに進む可能性

があります。 

バス・鉄道などの公共交通機関においては、利用者の減少に伴う運行本数の削減や路線の

縮小・廃止が予想され、公共交通機関による移動を必要とする高齢者等に大きな影響を与え

ると考えられます。 

また、人口減少は地域コミュニティの機能の低下に影響を与えると予想され、自治会といっ

た住民組織の担い手が不足し共助機能が低下するほか、地域住民によって構成される消防団

の団員数の減少は、地域の防災力を低下させる懸念があります。 

 

（２）産業への影響 

生産年齢人口の減少や高齢化の進展とともに、本町の各業種の就業者数は今後減少してい

くことが予測されます。本町の現在の産業形態が今後も続き、各産業の就業者数は生産年齢

人口に比例すると仮定した場合、令和42（2060）年には令和2（2020）年の半数程度にな

ると推測されます。 

また、本町の基幹産業である一次産業をはじめ高齢化が懸念される産業もあり、生産年齢

人口の減少と高齢化の進み具合によっては、将来的に維持・存続させることが難しくなる産業

が出てくる可能性もあります。 

 

（３）教育環境への影響 

総人口の減少及び少子化の進展とともに、児童数及び生徒数は今後も減少することが予想

されます。地域によっては、各学年及び各クラスの児童・生徒数の維持が難しくなる可能性も

あり、クラス数の削減等の対応が必要になると考えられます。 

また、少子化の状況によっては、複数学年が同一クラスとなる複式学級や学校統廃合の可

能性を視野に入れ、児童・生徒にとってより良い教育環境を提供するための検討が必要とな

ると考えられます。 

 

（４）高齢者福祉への影響 

高齢者人口はすでにピークを越えており、今後は減少していくことが予想されます。 

75歳以上の人口も減少することが見込まれることから、要支援・要介護認定者は横ばいか

ら減少傾向になると考えられ、今後は人口減少に対応した高齢者福祉施設の適正配置が課題

になると考えられます。 
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（５）公共施設への影響 

本町が保有している公共施設は、高度成長期を背景として町民サービスの向上を図るため、

教育施設・文化施設・体育施設など昭和40年代後半から昭和50年代にかけて建てられた施

設が多く存在しています。 

今後これらの施設は、耐用年数の関係から更新の時期を迎えることになり、建て替え、大規

模改修などによって、財政に大きな影響を及ぼすと考えられます。 

将来的に人口が減少することが見込まれている中、公共施設の利用状況や地域における拠

点性などを考慮しながら、今後は、町内における公共施設の最適配置のあり方を検討すると

ともに、施設を計画的に更新・改修していくための長期計画策定や、維持・修繕費用のさらな

る削減を検討していく必要があります。 
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第４章 人口の将来展望 

１．現状と課題の整理 

本町の人口減少は、社会減と自然減の両方を要因としているため、人口減少に歯止めをかける

ためには、この両面から対策を講じていくことが必要不可欠です。 

社会減については、ほとんどの年代において、転出が超過している状況となっていますが、特に

10代後半の世代においては、進学や就職等の理由から大幅な転出超過となっていることから、一

度本町から離れた人たちが、本町に戻りやすい環境づくりを進めるなど、Uターンをいかに促進し

ていくかが今後の課題となります。 

また、高齢者や子育て世代にとっては、医療体制等の住環境に対する不安から、都市部へ転出す

る人も少なくない状況にあるため、今後は地域医療をはじめとした住環境の充実に向けた取組を、

より一層進めていく必要があります。 

自然減については、近年、全国的に晩婚化と非婚化が進んでおり、本町においても例外ではなく、

出生率低下の要因の一つとなっています。結婚や出産は、あくまでも個人の意思に基づくもので

あることを基本としつつ、結婚して子どもを産み育てたいという人たちの希望をかなえるため、結

婚・妊娠・出産・子育てに対する切れ目のない支援策を、これまで以上に充実していく必要がありま

す。 

社会減・自然減を抑制するためには、これらの取組と合わせて、産業の振興とそれに伴う雇用の

創出・確保が重要となります。安定した収入を確保できる「しごと」があることにより、転出者の抑

制や若者の還流に繋がり、さらには、若い世代が理想の子ども数を安心して産み育てることがで

きます。本町の産業のさらなる発展のためには、これらを有効的かつ積極的に活用した取組を、関

係団体等とこれまで以上に連携を密にして、進めていく必要があります。 

構造的な課題である人口減少問題を解決するためには長期間を要します。本町では、これまで

も人口減少に歯止めをかけるため、産業振興施策や子育て施策などに精力的に取り組んできまし

たが、人口減少問題は行政のみで解決できる問題ではないことから、今後は、地域がこれまで以上

に一丸となった取組を進めるとともに、国や北海道・周辺市町村との連携をより一層強化し、待っ

たなしの課題である人口減少の克服に向けた取組を加速させていく必要があります。 
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２．目指すべき将来の方向性 

（１）雇用機会の新規創出 

本町は15～24歳の転出が多く、その主な理由は進学・就職であると考えられます。人口減

少の主要な要因である転出超過に歯止めをかけるため、本町の基幹産業である第１次産業の

さらなる振興を図るだけでなく、新規起業、特産品開発など新たな産業・事業の創出にも支援

を行っていきます。 
 

（２）人の流入・移住促進に向けた魅力あるまちづくり 

都市圏からの移住を促す取組には、まず、本町に人を呼び込み、魅力ある本町の環境を実

感してもらうことが重要です。そのためには、本町ならではの、食や文化、自然環境に関する

魅力発信と、町外からの来訪者が本町に心地よく滞在してもらうための受入体制の充実が必

要となります。 

本町の第一の魅力である一次産業や自然環境を活かした取組と、それを発信し、人を受け

入れる観光関連業とが連携を図り、本町に多くの人が訪れてくれるような環境づくりを行う

ことで、活力ある地域社会の実現を図ります。 
 

（３）子どもを産み育てる環境の充実 

本町では、子育て支援の施策を継続的に進めていますが、厳しい社会情勢や女性の社会進

出等様々な要因を背景に、子育てへのニーズはさらに多様化されることが予想されます。 

そのため、本町でこれまで進めてきた子育て支援施策の充実化を図り、本町で子どもを産

み育てたいと考える人を増やしていきます。 
 

（４）居住環境の整備充実 

本町の住宅対策は、公営住宅等長寿命化計画に基づき、計画的に推進されていますが、生

活様式の多様化への対応や、一人暮らしや子育て世帯など様々な世帯構成で必要とされる居

住環境が整備されているとは言い切れない現状にあります。 

ＵＩターン及び移住・定住の促進を図るため、町営住宅だけでなく、空き家の有効活用や民

間による住宅建設など、居住環境の充実に向けて今後も支援を進めていきます。 
 

（５）ICT技術の活用等による生産性の向上 

近年、IoTやビッグデータ、人工知能など、ICT分野における急速な技術革新の進展により、

産業構造や国際的な競争条件が著しく変化しています。 

国においても、Society5.0や自治体DXなど、ICTを活用した生産性向上に向けた取組

が進められており、これらの動きは今後さらに加速すると考えられます。 

人口減少時代においては、様々な分野で人材が不足していくため、生産性の向上に向けた

ICTの活用を本町においても進めていきます。 
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３．人口の将来展望 

（１）目標人口の推計条件 

豊浦町の人口の将来展望を見据える上では、「将来の合計特殊出生率と社会増減の目標を

どの程度とするか」が重要です。 

豊浦町の目指すべき方向性を踏まえ、合計特殊出生率はゆるやかに上昇させる仮定とし、

若い世代の結婚や出産の希望がかなったときの合計特殊出生率の水準である1.8を令和22

（2040）年に実現し、以降はその水準を維持することを目標とします。 

また、社会増減については、転入を促すことにより令和22（2040）年には転出超過を半減

させることを目標とします。 
 

■目標人口の設定に向けた将来人口推計の仮定 

◆基準人口・将来の生残率・将来の0～4歳性比 

豊浦町独自推計における仮定と同じ。 

◆合計特殊出生率（将来の子ども女性比） 

合計特殊出生率をゆるやか上昇させ、令和12（2030）年に「1.6」、令和22

（2040）年に「1.8」まで向上させる仮定とする。 

◆将来の純移動率 

転入超過となっている年齢階級の純移動率はそのまま継続することとし、転出超過

となっている年齢階級の純移動率を令和22（2040）年までに半減させる仮定とす

る。 

 

（２）目標人口の推計結果 

合計特殊出生率の上昇及び転出超過の抑制を将来人口推計の仮定とすると、総人口が令

和22（2040）年に2,511人、令和42（2060）年に1,579人となる推計結果となります。 
 

■総人口及び年齢３区分別人口の推移 
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■年齢３区分別人口比率の推移 

 

 

（３）推計結果の比較 

豊浦町独自推計と目標人口の推計結果を比較すると、豊浦町独自推計と比べて目標人口

は令和22（2040）年で191人増、令和42（2060）年で404人増となります。 
 

■総人口の比較 
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■年少人口の比較 
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